
公募型指名競争入札参加申込要領 

 

平成 23 年度有料道路「浜名湖新橋」料金徴収業務委託の公募型指名競争入札を下記のとおり行い

ますので、入札に参加を希望する者は、応募資料を提出してください。 
 

平成 23 年 11 月１日 
 

静岡県道路公社理事長 矢野弘典  
 
１ 入札公告日  平成 23 年 11 月１日 
２ 入札執行者  静岡県道路公社理事長 矢野弘典 
３ 担当部課  〒420-0853 静岡市葵区追手町９番 18 号 静岡中央ビル 10 階 

静岡県道路公社総務部総務課 
電話 054-254-3421 

４ 業務内容 
（１）委託業務の名称 平成 23 年度 有料道路「浜名湖新橋」料金徴収業務委託 
（２）業 務 箇 所 浜松市西区古人見町地内（古人見料金所） 
（３）委託業務概要 有料道路料金所における料金徴収業務（契約約款・特記仕様書による） 
（４）発注予定時期 平成 23 年 12 月下旬 
（５）契 約 期 間 契約日から平成 25 年３月 31 日まで 
（６）料金徴収期間 平成 24 年４月１日から平成 25 年３月 31 日まで 
（７）徴収基本時間 ７時から 19 時まで 

５ 入札に参加する者に必要な資格 
本募集へ応募するために必要な資格は、次の条件を全て満たす法人であることとします。 

（１）次の①から④までのいずれにも該当しないこと。 
  ① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当すると認められる者 
  ② 当公社に提出した書類に虚偽の記載をした者 
  ③ 過去に当公社が行う業務を妨害する行為等不正な行為を行った者並びに当該行為を行った者

を代理人又は支配人その他の使用人として使用する者 
④ 次のアからカまでのいずれかに該当する者 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下この号に

おいて「暴対法」という｡)第２条第２号に該当する団体 
イ 役員等（役員又はその支店若しくは常時料金徴収業務、警備業務、庁舎等管理業務等の契

約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ｡)が暴力団員等（暴対法第２

条第６号の暴力団員（以下イにおいて「暴力団員」という｡)及び暴力団員でなくなった日か

ら５年を経過しない者をいう。以下この号において同じ｡)であると認められる者 
ウ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ｡)又は暴

力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者 
エ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 



オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取扱いを

する等直接的又は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 
カ アからオまでに該当する者のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有し

ていると認められる者 
（２）直近１事業年度の法人事業税、都道府県民税、消費税及び地方消費税を完納していること。 
（３）経営状態が健全であると認められること。 
（４）有料道路「浜名湖新橋」の料金徴収業務を管理・監督できる責任者を有料道路「浜名湖新橋」

古人見料金所に専任で配置できること。 
（５）次の①から③までのいずれかの条件を満たす者 
  ① 道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）に基づく一般自動車道事業者 

② 道路整備特別措置法（昭和 31 年法律第７号）に基づく有料道路、道路運送法に基づく一般

自動車道又は駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号）第 12 条に基づく届出を行っている駐車場の

いずれかの料金徴収業務受託経験が本入札申込日以前の過去３年間に通算して２年以上ある者 
③ 次に掲げる事業者のいずれかであって、本入札申込日において静岡県内の同業者協会・組合

等に３年間以上加入している者 
ア 駐車場法第 12 条に基づく届出を行っている駐車場の事業者 
イ 警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第 4 条に基づき都道府県公安委員会の認定を受けて

いる警備業者 
ウ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）第 12 条の 2 に

基づき静岡県知事の登録を受けているビルメンテナンス業者 
（６）次の①から④の全てに該当する者であること。 

① 常勤職員が６名以上であること。 
② 本入札申込日において営業年数が３年以上あること。 
③ 直近１事業年度の売上高が 1 億円以上であること。 
④ 静岡県内に本店、支店又は営業所を有すること。ただし、支店又は営業所（以下「支店等」

という｡)の場合は、次のアからウに掲げる条件を満たすものであること。 
ア 静岡県道路公社との契約について、入札日から平成 25 年３月 31 日まで（うち、（イ）に

掲げる権限については、代金の受領が完了するまで）の間、次に掲げる権限を委任されてい

る支店等であること。 
   （ア）入札、見積及び契約締結に関する一切の権限 
   （イ）代金の請求及び受領に関する一切の権限 
   （ウ）復代理人選任に関する一切の権限 
   （エ）前記に附帯する一切の権限 

イ 支店等にはその代表者が常駐し、かつ常勤職員（代表者含む）が２名以上であること。 
ウ 支店等の営業継続年数が、入札申込日において１年以上であること。 

６ 応募資料の提出 
（１）募集期間 

平成 23 年 11 月２日（水）から平成 23 年 11 月 16 日（水）まで（土曜日、日曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５

時まで 
（２）応募方法 



持参又は簡易書留による郵送（ただし、郵送の場合は、平成 23 年 11 月 15 日（火）消印まで

有効） 
※郵送の場合において、記載誤びゅう、記載漏れ等があった場合は無効とします。 

なお、事故等で届かない場合も想定されるので、締切前に必ず着いたかどうか確認の電話を

入れてください。 
（３）応募書類 

① 公募型指名競争入札参加申込書（様式第１号） 
② 役員名簿（様式第１-２号） 
③ 料金徴収業務受託実績表（様式第２号） 
④ 有料道路（道路運送法に基づく一般自動車道）及び駐車場（駐車場法第 12 条に基づく届出

を行っている）の営業実績表（様式第３号） 
⑤ 許認可等の状況表（様式第４号） 
⑥ 本店又は支店等の事務所の存する建物に係る不動産登記の登記事項証明書（発行日から３ヶ

月以内のものに限る。） 
⑦ 商業登記簿謄本（発行日から３ヶ月以内のものに限る。） 
⑧ 直近３事業年度の財務諸表（貸借対照表、損益計算書及び利益処分に関する書類） 
⑨ 法人事業税、法人県民税、消費税及び地方消費税に係る納税証明書（確定した直近 1 年分の

もので、発行日から３ヶ月以内のものに限る。） 
⑩ 直近３事業年度の法人税申告書及びその別表の写し 
⑪ 会社概要書（パンフレット等） 
⑫ 契約実績一覧表（様式第５号） 
⑬ 委任状（様式第６号）（支店等に５（６）④アの（ア）から（エ）に掲げる権限を委任する方

のみ） 
⑭ 事業所確認書（様式第６-２号）（支店等に５（６）④アの（ア）から（エ）に掲げる権限を

委任する方のみ） 
⑮ 営業に関し許認可等を必要とする場合それを受けていることを証する書類の写し 
⑯ 静岡県内の同業者協会・組合等に３年間以上加入していることを証する書類の写し 
⑰ 過去５年間に、国・都道府県・市町村等公的機関から法人として表彰を受けている場合、そ

れを証する書類の写し 
⑱ 返信用封筒（長型３号封筒へ申込者の住所及びあて先を記入の上、簡易書留料金を含む 390

円切手を貼付したもの） 
（４）応募資料作成上の注意 

① 申込書類記入上の一般的注意事項 
ア 記入には、黒か青のインク又はボールペンを使用してください。 
イ 数字は、すべて算用数字で記入してください。 
ウ 訂正する場合は、二本線で抹消し訂正印（申込者の実印）を押印のうえ、その上段に、訂

正後の字句等を記入してください。ただし、申込者の委任状を持参する場合は、代理人の訂

正印で字句等の訂正をしてください。 
② 公募型指名競争入札参加申込書記入上の注意事項 

ア 申込者 
（ア）申込者とは、法人の本社・本店です。 



（イ）住所欄へは、営業の本拠である本社・本店等の所在地を記入してください。 
（ウ）代表者の役職及び氏名欄へは、代表者の役職及び氏名を記入してください。 

また、印は、法務局に登録してある印鑑を押印してください。 
イ 公告日欄へは、本要領に記載されている入札公告日を記入してください。 
ウ 担当者欄へは、申込書の記入を担当された方の所属部署、氏名、電話番号及びファクシミ

リ番号を記入してください。 
③ 役員名簿 

ア 警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第４条に基づき都道府県公安委員会の認定を受けて

いる者については、都道府県公安委員会が交付する認定証の写しの提出があれば、提出は不

要です。 

イ 商業登記簿謄本に記載されている役員及び支店等の代表者（支店等に５（６）④アの（ア）

から（エ）に掲げる権限を委任する方のみ）の役職名、氏名のカナ（カタカナ）、氏名、性別、

生年月日を記入してください。 
ウ 印は、法務局に登録してある印鑑を押印してください。 
エ 記載内容の訂正を行うときは、ウの印鑑と同じ印鑑で訂正してください。 
オ 役員及び支店等の代表者が、暴力団員である場合、又は暴力団員であるのに役員名簿に記

載しない等虚偽の役員名簿を提出した場合は入札参加資格を認めません。 
カ 収集した個人情報については、本料金徴収業務委託事務に関する警察本部への照会確認の

みに使用し、その他の目的には一切使用しません。 
④ 料金徴収業務受託実績表 

ア これまで料金徴収業務の受託を経験している場合、過去５年分まで記入してください。実

績がない場合記入は不要です。 
イ 業務実施箇所には、道路名（契約が料金所単位である場合には料金所名）を記入してくだ

さい。 
ウ 受託した経験がある場合、契約書の写しを添付してください。 
エ 駐車場法第 12 条に基づく届出を行っている駐車場の徴収業務受託経験がある場合につい

ても記入してください。 
⑤ 有料道路及び駐車場法に基づく駐車場営業実績表 

ア 道路運送法に基づく自動車道又は駐車場法第 12 条に基づく届出を行っている駐車場の営

業経験がある場合記入してください。実績がない場合記入は不要です。 
イ 営業経験が複数箇所ある場合、規模の大きいものから３箇所まで記入してください。 
ウ 営業報告書等の取扱台数、取扱金額が判るものを添付してください。 
エ 道路運送法に基づく自動車道の認可若しくは駐車場法第 12 条の届出が確認できるものを

添付してください。 
⑥ 許認可等の状況表 

ア ５（５）③のイ又はウに規定する業種における許認可状況について 
営業に関する許認可等を得た資格の名称、取得年月日、番号等を記入してください。 
なお、記入した資格について、それを証する書類の写し（鮮明なものに限る）を添付して

ください。 
 

イ 静岡県内の同業者協会・組合等への加入状況 



本入札申込日までの過去３年間、静岡県内の同業者協会や組合等へ加入している状況が判

るようその組織・団体の名称、加入年月日等を記入してください。 
なお、記入した組織・団体について、それを証する書類の写し（鮮明なものに限る）を添

付してください。 
ウ 静岡県内にある営業所等の状況について 

静岡県内の営業所等の名称・所在地等の記載をお願いします。営業所等の従業員数は、正

規職員数と臨時職員数をそれぞれ記入してください。 
また、営業所等とは、次の認定基準を満たす本店・支店・営業所等を指します。 
このうち、本店又は支店等（５（６）④アの（ア）から（エ）までに掲げる権限を委任す

る場合のみ）については、認定基準を満たしているかを確認するため、必要に応じ随時実態

調査を行う場合があり、この調査に協力しない場合や、改善指導に応じない場合は、認定を

取消し、応募資格条件を満たしていない者として取り扱います。 
 
（事業所の認定基準） 
１ 事務所としての形態を整えていること。 

・事務所の存する建物について、建物の種類を「店舗」、「事務所」のいずれかとして不

動産登記法（平成 16 年６月 18 日法律第 123 号）に基づく建物の表示に関する登記が

なされているものであること。 
・事務所は、独立事務スペース（警備業務等、他業務との兼務は差支えありません。）に、

事務用什器、帳簿類、看板などが常設されていること。 
２ 事務所の常勤職員（支店等の場合は、その代表者を含む。）が２名以上であること。 
３ 常時連絡が取れる体制になっていること。 

・固定電話及びファクシミリを常設していること。 
・常時、不在転送電話になっている場合には認定しない。 
 

エ 従業員数について 
（ア）入札申込日における組織全体の従業員数を記入してください。 
（イ）事業協同組合等が申込みされる場合は、組合と直接かつ恒常的に雇用関係のある従業員

の数を記入してください。（組合員の数、組合員の雇っている従業員の合計ではありませ

ん。） 
オ 営業年数 
（ア）創業年月日の記入にあたっては、次の点に留意してください。 

創業後、転業・休業している場合は、現業の直近の営業再開年月日を記入してください。 
営業の同一性を失うことなく組織変更を行っている場合は、変更前の創業年月日を記入

してください。 
合併の経歴を有する場合は、合併前の創業年月日の古い会社等の創業年月日を記入して

ください。 
（イ）営業年数は、創業年月日として記入した年月日を起算日とした、入札申込日現在の営業

年数を記入してください。 
⑦ 本店又は支店等の事務所の存する建物に係る不動産登記の登記事項証明書についての注意事

項 



ア 静岡県内の本店又は支店等（５（６）④アの（ア）から（エ）までに掲げる権限を委任す

る場合のみ）の存する建物に係る、法務局が発行した登記事項証明書の提出をお願いします。

（鮮明な写しでも可） 
イ 登記事項要約書の提出は不可です。 
⑧ 商業登記簿謄本についての注意事項 
ア 法務局が発行した商業登記簿謄本の提出をお願いします。（鮮明な写しでも可） 
イ 入札参加申込日から３ヶ月以内に発行されたものにしてください。 

⑨ 財務諸表についての注意事項 
直近３事業年度分の損益計算書（販売及び一般管理費の内訳を添付願います）、貸借対照表及

び利益処分に関する書類の提出をお願いします。（株主総会等未了の場合は、（案）による提出

を認めますが、この場合は、内容に誤りがない旨の記載と代表者の記名押印による証明が必要

です。） 
また、前年度に当公社が実施した料金徴収業務委託の入札に応募されていない場合には、貸

借対照表のみ４事業年度分を提出願います。 
⑩ 直近事業年度分の静岡県税の納税証明書について 

静岡県税の所轄（財務）事務所長が発行した次の納税証明書（領収書は不可）を提出してく

ださい。（鮮明なコピーでも可） 
ア 納税証明書の内容 

最近１年間に納付すべきイに掲げる税目についての滞納がない旨の証明書。ただし、徴収

猶予又は非課税の場合はその旨を記載した証明書。 
イ 静岡県税に係る納税証明書の交付請求手続 

 
必要な税目 請求手続に必要なもの（①～③のいずれかによる） 

法人県民税 
法人事業税 

① 納税義務者（代表者）が請求する場合 
  …納税義務者の印鑑（代表者印）、交付手数料 
② 納税証明書交付請求書の納税者欄に予め納税義務者

（法人名称及び代表社名。以下同様。）の記名・押印をし

て、当該交付請求手続に係る代理人を指名した場合 
  …当該代理人の印鑑、交付手数料 
③ 納税証明書交付手続を委任する場合 
  …納税義務者からの委任状（代理権授与通知書も可）、

受任者（代理人）の印鑑及び交付手数料 
 

<法人県民税及び法人事業税に係る納税証明書交付請求について留意事項> 
（ア）申告書の提出期限（当該期限が延長されている場合はその延長後の期限）が６月末日の

法人 
納税証明書交付の交付請求が申告納付した日から 15 日以内の場合は、電算入力データ

が未処理等の事由により証明書の作成に相当時間を要することがありますので、当該申告

納付に係る「確定申告書の控え（受付印の押印されているもの）」及び「領収書（鮮明なコ

ピーでも可）」を持参してください。 
（イ）最近において修正申告書を提出した法人 



本税が納付済みであっても延滞金に未納がある場合がありますので、経理担当の方に事

前にご相談下さい。 
（ウ）本社が静岡県外で、当県内に複数の支店又は営業所を有している法人 

納税証明書の交付請求は申告書を提出した所轄の財務事務所でお願いします。 
ウ 消費税及び地方消費税の納税証明書 

消費税及び地方消費税の納税証明書は、納税した税務署発行の直近事業年度分の滞納がな

い旨の納税証明書（その１ 納税額等用）です。 
納税証明書の請求方法については、事前に税務署にお聞き下さい。 

⑪ 直近３事業年度分の法人税申告書及びその別表の写しについて 
直近３事業年度分の法人税申告書及びその別表（法人税施行規則第 34 条第２項に基づく）

１の１及び４の写し（申請書に税務署の受付印のあるもの）を提出してください。 
⑫ 会社概要書 

会社概要書として、会社の概要が記載された書類及びパンフレット類の添付をお願いします。 
⑬ 契約実績一覧表記入上の注意事項 

ア ５（５）③のイ又はウに規定する業種の場合は、その業務に関する平成 21 年度及び平成

22 年度の契約実績を、発注者区分ごとに契約額上位５件分を記入してください。なお、契約

実績がない場合は、記入は不要です。 
イ 発注者区分について 
（ア）「静岡県関係」には、県の出先機関を含みます。 
（イ）「他の官公庁」とは、国（公団を含みます。）、静岡県以外の都道府県、市町村及びこれ

らの出先機関をいいます。 
ウ その他記入上の注意事項 
（ア）「契約の相手方」は、機関名又は課名まで記入してください。 
（イ）「契約金額」は百円単位を切り捨て千円単位で記入してください。 
（ウ）「契約期間」は「22.4～23.3」のように記入してください。 

⑭ 委任状記入上の注意事項 
ア 支店等に契約締結等の権限委任をされる場合のみ作成してください。 
イ 記入上の注意事項 
（ア）委任者の住所、商号または名称、代表者氏名、印については、入札参加申込書の申込者

についての記載上の注意事項にならい記入してください。 
（イ）受任者の住所は、受任者の事務所の所在地の住所を、称号又は名称、役職名、代表者氏

名については、入札参加申込書の申込者についての記載上の注意事項にならい記入し、印

については受任者の代表者の職印を押印してください。 
ウ 委任状を提出した場合、本要領及び別に定める「料金徴収業務委託契約入札心得」でいう

「入札参加者」は、申込者でなく受任者となりますので注意してください。道路公社からの

書類送付他、入札への参加及び落札した場合の対応等は、全て申込者でなく受任者が対象と

なります。 
⑮ 事業所確認書記入上の注意事項 

ア 支店等に委任をされる場合のみ作成してください。 
イ 記入上の注意事項 
（ア）「会社名」は、法人名を記入してください。 



（イ）「受任者の事業所名」は、委任状（様式第６号）に記入した受任者の称号又は名称を記

入してください。 
（ウ）「県内事業所所在図」は、受任者の事務所の所在地の住所、電話番号及びファクシミリ

番号と略図を記入してください。 
（エ）「県内事業所外部写真」は、受任者の事務所の外観写真を貼り付けしてください。 

・受任者の事務所の外観写真を貼付けしてください。 
・必ず会社名の看板等が確認できるよう撮影してください。 
・全景写真と正面写真を含めて２枚以上撮影してください。 
・撮影は、入札公告日以降に行い、撮影日が印刷された写真を提出してください。 
（日付が入らない場合は、○年○月○日撮影）と付記してください。 

（オ）「県内事業所内部写真」は、受任者の事務所の内部写真を貼り付けしてください。 
・従業員の執務状況を撮影した写真を貼り付けしてください。 
・撮影日が印刷されたものを提出してください。 
（日付が入らない場合は、○年○月○日撮影）と付記してください。 

（カ）「県内事業所の運営実態確認資料」は、受任者の事務所の直近３か月の電気・水道料金

の検針票又は請求書の写しを添付又は貼り付けしてください。 
⑯ 過去５年間に、国・都道府県・市町村等公的機関から表彰を受けている場合、それを証する

書類の鮮明な写しを添付してください。 
⑰ 審査結果通知用封筒の提出について 

申込審査の結果を通知しますので、申請者の住所及びあて先を記載した長型３号封筒に簡易

書留料金を含む 390 円切手を貼付してください。 
（５）提出先 

上記３の担当部課 
７ 入札参加者の指名等 

応募資料の提出のあった者の中から、経営状況、業務特性、信頼性、誠実性等を審査し、当該入

札に参加できる者を決定します。 
入札参加者に決定した者（指名業者）には、入札執行通知書を送付します。 
入札参加者にならなかった者（非指名業者）には、その旨通知します。 

８ 非指名業者に対する説明 
（１）非指名業者は、道路公社理事長に対して指名されなかった理由について説明を求めることが出

来ます。 
（２）（１）の説明を求める場合には、平成 23 年 12 月 13 日（火）までに、書面により提出しなけれ

ばなりません。 
（３）（２）の説明を求められたときは、平成 23 年 12 月 15 日（木）までに説明を求めた者に対し、

書面により回答します。 
（４）（２）の書面の提出先は、次のとおりとします。 

上記３の担当部課 
９ 入札について 
（１）日時については入札執行通知書にて通知します。 
（２）入札手続きの詳細は、「料金徴収業務委託契約入札心得」によるものとします。 
10 その他 



（１）応募書類の作成に要する費用は、提出者の負担とします。 
（２）応募書類は、入札参加資格の確認以外に無断で使用しません。 
（３）応募書類は、返却しません。 
（４）応募書類は、公表しません。 
（５）提出期限後における提出書類の差し替え及び再提出は認めません。 
（６）他の料金徴収業務委託に応募する場合の応募書類 

次の料金徴収業務委託のいずれかの入札に一括して応募する者は、６（３）に規定する応募書

類のうち、公募型指名競争入札参加申込書（様式第１号）及び委任状（様式第６号。支店等に５

（６）④アの（ア）から（エ）に掲げる権限を委任する方のみ。）以外の応募書類については、１

部提出することにより、他の料金徴収業務委託への応募書類を提出したものとみなします。 
 

入札番号 1003 号 平成 23 年度 一般自動車道「伊豆スカイライン」料金徴収業務委託 

入札番号 1004 号 平成 23 年度 有料道路「修善寺道路」料金徴収業務委託 

入札番号 1005 号 平成 23 年度 有料道路「伊豆中央道」料金徴収業務委託 

入札番号 1006 号 平成 23 年度 一般自動車道「箱根スカイライン」料金徴収業務委託 

入札番号 1007 号 平成 23 年度 浜松駅南地下駐車場料金徴収業務委託 

入札番号 1008 号 平成 23 年度 有料道路「新掛塚橋」料金徴収業務委託 

入札番号 1009 号 平成 23 年度 有料道路「浜名湖新橋」料金徴収業務委託 
 
（７）応募書類に関する問合せ先 

応募書類の記入に関して不明な点などがある場合は、様式第７号の質問書により、静岡県道路

公社総務部総務課まで電子メール又はＦＡＸでお願いします。 
回答は、当公社のＷＥＢサイトに掲載します。（電話での質問に対する個別の回答はしません） 

 
項目 場所 

質問書の受付 
メールアドレス siz-road＠po3.across.or.jp 

ＦＡＸ番号   054-254-3422 

回答の閲覧 ＷＥＢサイトアドレス http://www.siz-road.or.jp 



様式第 1 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

公募型指名競争入札参加申込書 
 

平成  年  月  日 
 

静岡県道路公社 
理事長 矢野 弘典 様 

 

申込者 

住 所  

商号又は名称  
代表者の役職 
及 び 氏 名 

印 

 
下記の業務委託に係る入札に参加したいので、資料を添えて申請します。 
なお、以下に掲げる者に該当しないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを

誓約します。 
 

１ 成年被後見人 
２ 被保佐人 
３ 被補助人 
４ 破産者で復権を得ていない者 
５ 準禁治産者 
６ 暴力団員及びその関係者 

 
記 

 
１ 公告日       平成 年 月 日 

 
２ 委託業務の名称   平成 年度      料金徴収業務委託 

 

担当者 

担当部課  

（ふりがな） 

氏 名 
 

電話番号  

ファクシ

ミリ番号 
 

 

 



様式第 1-2 号 

 
役 員 名 簿 

 
申込者名                  
作成担当者                 
連絡先（電話番号）             

 
平成 年 月 日現在の役員及び静岡県道路公社との契約締結権限を委任する者 

役職 氏名のカナ 氏名 性別 
生年月日 

（大正 T、昭和 S、平成 H） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 １ 本様式を静岡県道路公社が静岡県警察本部に照会することについて異議ありません。 
 ２ 虚偽の記載等を行った場合には、競争入札参加資格の取消並びに契約の解約等がなされても異存あ

りません。 

 
平成 年 月 日 

 
住所  
商号又は名称                  印 
代表者名  

 



様式第 2 号 用紙（日本工業規格 A4 横型） 
 

料 金 徴 収 業 務 受 託 実 績 表 
 
会社名                
 

年度 発注社名 業務名 道路名 料金所名 受託期間 備  考 

       

       

       

       

       

注）料金徴収業務（駐車場も含む）の受託業務ごとに業務名、業務実施箇所、受託期間を明記（契約書写しを添付のこと） 
  契約実績がない場合は記入不要です。 



様式第 3 号 用紙（日本工業規格 A4 横型） 
 

有料道路（道路運送法に基づく一般自動車道）及び駐車場（駐車場法第 12 条に基づく届出を行っている）の営業実績表 
 
会社名                
 

有料道路（駐車場）名 所在地 常 勤 
業務員 取扱台数 取扱金額 営業開始年月 

及び営業年数 備考 

  人 年間    千台 
日      台 

年間   百万円 
日     千円 

  年  月  日 
から      年  

       

       

       

       

注）複数箇所ある場合は、規模の大きいものから 3 箇所記入すること。 
営業報告書等取扱台数、取扱金額の判るものを提出すること。 
道路運送法に基づく一般自動車道の認可若しくは駐車場法第１２条の届出が確認できるものを提出すること。 
営業実績がない場合は記入不要です。



 

様式第 4 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

許 認 可 等 の 状 況 表 
 
会社名                
 

項    目 内               容 

本要領 5 （ 5 ）③のイ又は 
ウに規定する業種における 
許 認 可 状 況 

（許認可状況・許認可年月日・許認可番号） 

静岡県内の同業者協会・組合等

へ の 加 入 状 況 

（組織の名称・加入年月日・番号等） 

 

静岡県内にあ る 
営業所等の状 況 

郵 便 番 号 
所 在 地 
営 業 所 等 の 名 称 
営業所等の代表者氏名 
従 業 員 数 
開 設 年 月 日 

 
 
 
 
正規職員   名、臨時職員等  名 
 

郵 便 番 号 
所 在 地 
営 業 所 等 の 名 称 
営業所等の代表者氏名 
従 業 員 数 
開 設 年 月 日 

 
 
 
 
正規職員   名、臨時職員等  名 

 
郵 便 番 号 
所 在 地 
営 業 所 等 の 名 称 
営業所等の代表者氏名 
従 業 員 数 
開 設 年 月 日 

 
 
 
 
正規職員   名、臨時職員等  名 

 

従業 
員数 

正 規 職 員 臨 時 職 員 合    計 

人 人 人 

営業 
年数 

創    業 現組織への変更 営 業 年 数 

    年  月  日     年  月  日 
   年  月  日現在 
    年    月 



 

様式第 5 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

契 約 実 績 一 覧 表 
 
年

度 
発注者区分 契約の相手方 

契約金額 
（千円） 

契約期間 業務名称・内容 

平 
成 
21 
年 
度 

静岡県関係 

    
    
    
    
    

他の官公庁 

    
    
    
    
    

民間企業等 

    
    
    
    
    

平 
成 
22 
年 
度 

静岡県関係 

    
    
    
    
    

他の官公庁 

    
    
    
    
    

民間企業等 

    
    
    
    
    



 

様式第 6 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

委 任 状 
 

平成  年  月  日  
 
静岡県道路公社 
理事長 矢野 弘典 様 
 

委任者 

住 所  

商号又は名称  

代表者の役職 
及 び 氏 名 

印 

 
 
 

受任者 

住 所  

商号又は名称  

代表者の役職 
及 び 氏 名 

印 

 
委 任 事 項 

 
 
  静岡県道路公社との契約に係る次の権限 

１ 入札、見積及び契約締結に関する一切の権限 
２ 代金の請求及び受領に関する一切の権限 
３ 復代理人選任に関する一切の権限 
４ 上記に附帯する一切の権限 

 



 

様式第 6-2 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

事 業 所 確 認 書 
 

会社名                
 
 1 受任者の事業所名                          
 
 2 入札に係る受任者の事務担当者 

氏名 （ふりがな） 
                                  

 
 3 県内事業所所在図 
   （所在地の住所）                          
 
    （電話番号）                             
 
   （ファクシミリ番号）                         

・受任者の事務所の所在地の略図を記入（貼付）してください。 
 
 
 
 
 

 

 



 

様式第 6-2 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

事 業 所 確 認 書 
 
会社名                
 
 4 県内事業所外部写真 

 
・受任者の事務所の外観写真を貼付けしてください。 
・必ず会社名の看板等が確認できるよう撮影してください。 
・全景写真と正面写真を含めて 2 枚以上撮影してください。 
・撮影日が印刷されたものを提出してください。 
 （日付が入らない場合は、○年○月○日撮影）と付記してください。 

 
  

 
・受任者の事務所の外観写真を貼付けしてください。 
・必ず会社名の看板等が確認できるよう撮影してください。 
・全景写真と正面写真を含めて 2 枚以上撮影してください。 
・撮影日が印刷されたものを提出してください。 
 （日付が入らない場合は、○年○月○日撮影）と付記してください。 

 

 



 

様式第 6-2 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

事 業 所 確 認 書 
 
会社名                
 

5 県内事業所内部写真 
 
・受任者の事務所の内部写真を貼付けしてください。 
・従業員の執務状況を撮影してください。 
・撮影日が印刷されたものを提出してください。 
 （日付が入らない場合は、○年○月○日撮影）と付記してください。 

 
 6 県内事業所の運営実態確認資料 

 
・受任者の事務所の直近 3 か月間の電気･水道料金の検針票又は請求書の写しを添

付又は貼り付けしてください。 

 

 



 

様式第 7 号 用紙（日本工業規格 A4 縦型） 
 

質 問 書 
 

提出日 平成  年  月  日  
委託業務の名称 平成  年度      料金徴収業務委託 
質 問 書 提 出 者 所 在 地  

商 号 又 は 名 称  
電 話 番 号  
担当者 所属・氏名  

質 問 内 容  

 
回 答  

  


